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(54) Title: LOCKUP DEVICE FOR TORQUE CONVERTER

(54) 発 明の名称 ：トル ク コンバー タの ロックァ ップ装置

(57) Abstract: In a lockup device m which the piston and the
damper mechanism are disposed at separate locations, a
mechanism for regulating the motion of an intermediate mem
ber i s achieved with minimial space. This lockup device i s

64c provided with a clutch (24) and a damper mechanism (25).
The damper mechanism (25) has an input plate (61), an out
put plate (o2), a plurality of torsion springs (23), an interme
diate member (64), and a regulating member (65). The inter
mediate member (64) causes at least two of the plurality of
torsion springs (23) to act in series. The regulating member
(65) i s fastened to a clutch output member (27) of the clutch
(24), and i s disposed in relation to the input plate (61) such
that part of the intermediate member (64) i s sandwiched
therebetween. Movement of the intermediate member (64) in
a radial direction i s regulated by the clutch output member
(27), and movement thereoi in the axial direction i s regulated
by the input plate (61) and the regulating member (65).

(57) 要 約： ピス トンとダ ンバ機構 とが離れ た位置
に配置 され た ロックア ツプ装置 において、 中間部
材 の移 動 を規制 す るための機構 を省 ス ペー スで実
現 す る。 この ロ ック ア ッ プ装 置 は 、 ク ラ ッチ 部
( 2 4 ) と、 ダ ンバ機構 （2 5 ) と、 を備 えて い

る。 ダ ンバ 機 構 （2 5 ) は 、 入 力 プ レー ト （6
1 ) と、 出 力 プ レー ト （6 2 ) と、複 数 の ト一
シ ヨンス プ リング （2 3 ) と、 中間部 材 （6 4 )
と、規制部 材 （6 5 ) と、 を有 して い る。 中間部
材 （6 4 ) は、複 数の ト一 シ ヨンス プ リング （6

3 ) の うちの少 な くとも 2 つ を直列 に作 用 させ る。規 制部材 （6 5 ) は、 ク ラ ッチ部 （2 4 ) の ク ラ ッチ
出力部材 （2 7 ) に固定 され 、入 力 プ レー ト （6 1 ) との 間 に中間部材 （6 4 ) の 一部 を軸 方 向 に挟 む よ
うに配置 され て い る。そ して、 中間部材 （6 4 ) は、 ク ラ ッチ 出力部材 （2 7 ) に よ って径 方 向の移 動 が
規制 され 、入 力 プ レー ト （6 1 ) と規制部材 （6 5 ) とに よ って軸 方 向の移 動が規制 され て い る。
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明 細 書

発明の名称 ： トルクコンバータのロックアップ装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、 ロックアップ装置、特 に、 フロン トカバ一か らの トル クを トル

クコンバータのター ビンを介 して トランスミツシ ョン側の部材に伝達するた

めの トル クコンバータのロックアツプ装置に関する。

背景技術

[0002] トル クコンバータには、 トル クをフ ロ ン トカバ一か らター ビンに直接伝達

するためのロックアツプ装置が設けられている場合が多い。 このロックアツ

プ装置は、 フロン トカバ一に摩擦連結可能な ピス トンと、 ピス トンに固定さ

れる ドライププレー 卜と、 ドライププレー 卜に支持される複数の 卜一シ ョン

スプ リングと、複数の 卜一シ ョンスプ リングによって ビス トン及び ドライプ

プレー 卜に回転方向に弾性的に連結 される ドリプンプレー 卜とを有 している

。 ドリプンプレ一 卜はタ一 ビンに固定されている。

[0003] また、特許文献 1 に示されるように、 ロックアップ装置のクラッチ容量を

大 きくするために、複数のクラッチプレー トを用いた、いわゆる多板型の口

ックアツプ装置も提案されている。

[0004] ここで、 ロックアップ装置によって トル クを伝達 している場合、エンジン

か ら入力される トル ク変動を効果的に吸収 減衰するためには、 卜一シ ヨン

スプ リングの低剛性化 広捩 じり角化が必要である。そこで、特許文献 2 に

示されるように、 ダンバ機構 を構成する複数の 卜一シ ヨンスプ リングのうち

の 2 つを、中間部材を介 して直列に作用するように した装置が提案されてい

る。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 0 _ 4 8 2 9 1 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 2 _ 8 9 6 5 7 号公報



発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] 特許文献 2 に示 される中間部材は、 ダンバ機構 における入力側及び出力側

の部材のいずれにも相対回転可能である。 そ して、 この中間部材は、特許文

献 2 においては、 ロックアップ装置 を構成する ビス トンに固定された入力側

プ レー 卜によって、軸方向及び径方向の移動が規制 されている。

[0007] ここで、特 に特許文献 1 に示 されるような多板型の ロックアツプ装置では

、 ピス トンとダンバ機構 とが離れた配置 される。 このような構成の ロックァ

ップ装置では、 ビス トンとダンバ機構の入力側 プ レー 卜によって中間部材 を

支持することがで きない。 そ して、多板型の ロックアップ装置では、 クラッ

チ部の軸方向スペースが大 きくなるために、 中間部材 を支持 し、 その移動 を

規制するための機構 について軸方向スペースを大 きくとることがで きない。

[0008] 本発明の課題 は、特 に、 ピス トンとダンバ機構 とが離れた位置 に配置 され

た ロックアツプ装置 において、 中間部材の移動 を規制するための機構 を省ス

ペースで実現することにある。

課題を解決するための手段

[0009] 本発明の第 1側面 に係 る トル クコンバータの ロックアップ装置は、 フロン

卜カバ一か らの トル クを トル クコンバータのター ビンを介 して トランスミツ

シ ヨン側の部材 に伝達するための装置であ って、 クラッチ部 と、 ダンバ機構

と、 を備 えている。 クラッチ部 は、 フロン トカバ一 とタ一 ビンとの間に配置

され、 フ ロ ン トカバ一に連結 されたクラッチ入力部材 と、 ター ビン側 に トル

クを出力するクラッチ出力部材 と、 クラッチ入力部材 とクラッチ出力部材 と

の間で トル ク伝達 を行 うための複数のクラッチプ レー 卜と、複数のクラッチ

プ レ— 卜を互いに押圧するための ピス トンと、 を有する。 ダンバ機構 は、 ク

ラッチ部か らの トル クをター ビンに伝達するとともに、捩 り振動 を吸収 減

衰する。 また、 ダンバ機構 は、 クラッチ出力部材 に連結 された入力側部材 と

、 ター ビンに接続 された出力側部材 と、入力側部材 と出力側部材 とを回転方

向に弾性的に連結する複数の弾性部材 と、 中間部材 と、規制部材 と、 を有 し



ている。中間部材は、入力側部材及び出力側部材と相対回転可能であり、複

数の弾性部材のうちの少なくとも 2 つを直列に作用させる。規制部材は、ク

ラッチ出力部材に固定され、入力側部材との間に中間部材の一部を軸方向に

挟むように配置されている。そ して、中間部材は、クラッチ出力部材によつ

て径方向の移動が規制され、入力側部材と規制部材とによって軸方向の移動

が規制されている。

[001 0] この装置では、ロックアップ状態の場合は、フロン トカバ一からの トルク

は、クラッチ部からダンバ機構に入力され、捩 り振動が吸収 ' 減衰されてタ

—ビンに出力される。ダンバ機構では、 トルクは、入力側部材に入力され、

複数の弾性部材及び出力側部材を介 してタ一ビンに出力される。このとき、

複数の弾性部材のうちの少なくとも 2 つは、中間部材を介 して直列に作用す

るので、ダンバ捩 り角度を広 くでき、低剛性化を実現できる。そ して、中間

部材は、クラッチ出力部材によって径方向の移動が規制され、入力側部材と

規制部材とによって軸方向の移動が規制される。

[001 1] ここでは、中間部材の軸方向及び径方向の移動を、クラッチ出力部材と、

ダンバ機構の入力側部材及び規制部材によって規制するようにしたので、軸

方向スペースを抑えることができる。 したがって、クラッチ部のスペースが

比較的大きい多板型のロックアツプ装置に用いて有効である。

[001 2] 本発明の第 2 側面に係る トルクコンバータのロックアップ装置は、第 1 側

面のロックアップ装置において、中間部材は、環状に形成され、クラッチ出

力部材の外周側に配置されており、中間部材の内周面はクラッチ出力部材の

外周面に当接可能である。

[001 3] ここでは、中間部材の内周面がクラッチ出力部材の外周面に当接すること

によって、中間部材の径方向の移動が規制される。

[0014] 本発明の第 3 側面に係る トルクコンバータのロックアップ装置は、第 2 側

面のロックアップ装置において、入力側部材は、内周部がクラッチ出力部の

外周部においてタービン側の側面に固定されている。また、規制部材は、環

状に形成され、内周部がクラッチ出力部の外周部においてフロン トカバ一側



の側面 に固定 されている。 そ して、 中間部材 は、 入力側部材 と規制部材 の外

周部 とに当接可能 であ る。

[001 5] こ こでは、 中間部材 は、 入力側部材 によ って ター ビン側へ の移動 が規制 さ

れ、規制部材 の外周部 によ って フ ロ ン 卜カバ 一側へ の移動 が規制 され る。

[001 6] 本 発 明の第 4 側面 に係 る トル クコンバ ー タの ロックア ップ装置 は、 第 1 か

ら第 3 側面 のいずれかの ロックア ツプ装置 において、規制部材 は、 中間部材

よ りも薄 い プ レー 卜部材 によ り形成 されている。

[001 7] こ こでは、規制部材 の厚 み は中間部材 よ りも薄 いので、軸方 向スペ ースを

よ り抑 える ことがで きる。

発 明の効果

[001 8 ] 以 上 の よ うに本発 明では、 ピス トンとダ ンバ機構 とが離 れた位置 に配置 さ

れた多板型 の クラ ッチ部 を備 えた ロックア ツプ装置 において、 中間部材 を規

制 す るための機構 を省 スペ ースで実現 す る ことがで きる。

図面 の簡単 な説明

[001 9] [ 図 1] 本発 明の一実施形態 による ロックア ツプ装置 を備 えた トル クコンバ 一 タ

の断面部分 図。

[ 図 2 ] 図 1 に示 された トル クコンバ ー タの ロックア ップ装置 を示 す図。

[ 図3] 図 2 に示 された ロックア ツプ装置 の ビス 卜ン及び それ を支持 す る構成 を

拡 大 して示 す図。

[ 図4 ] 図 2 に示 された ロックア ツプ装置 の ダ ンバ機構 を拡 大 して示 す図。

[ 図5] ロ ックア ツプ装置 の ロックア ツプ解 除時の作動油 の流れ を説 明す るため

の図。

[ 図6] トル クコンバ ー タ本体へ の作動油 の流れ を説 明す るための図。

[ 図7] ロ ックア ツプ装置 の ロックア ツプ時の作動油 の流れ を説 明す るための図

[ 図8] 本発 明の他 の実施形態 による動力伝達 プ レー 卜支持部材 を示 す図。

[ 図9] 本発 明の さ らに他 の実施形態 による ピス トン及び それ を支持 す る構成 を

拡 大 して示 す図。



[ 図10] 本発明のさらに他の実施形態によるピス トン作動のための機構を示す

図。

発明を実施するための形態

[0020] 一第 1 実施形態一

[ トルクコンバータの全体構成 ]

図 1 は本発明の一実施形態が採用された トルクコンバータ 1 の縦断面図で

ある。 トルクコンバータ 1 は、エンジンのクランクシャフ トから トランスミ

ッシヨンの入力シャフ 卜に トルクを伝達するための装置である。図 1 の左側

に図示 しないエンジンが配置され、図 1 の右側に図示 しない トランスミツシ

ョンが配置されている。図 1 に示す 0 — 0 が トルクコンバータ 1 の回転軸で

ある。

[0021 ] トルクコンバータ 1 は、主に、フロン トカバ一 2 と、 3 種の羽根車 （イン

ペラ 3 ，タービン4 及びステ一タ 5 ) か らなる トルクコンバータ本体と、 口

ックアップ装置 6 と、を備えている。

[0022] [ フロン トカバ一]

フロン トカバ一 2 は、円板状の部材であって、内周端にはセンタ一ボス 8

が溶接により固定されている。センタ一ボス 8 は、軸方向に延びる円筒形状

の部材であり、クランクシャフ ト （図示せず）の中心孔内に挿入されるもの

である。

[0023] なお、図示 していないが、フロン トカバ一 2 はフレキシブルプレー トを介

してエンジンのクランクシャフ 卜に連結されるようになっている。すなわち

、フロン トカバ一 2 の外周側かつエンジン側の面には、円周方向に等間隔で

複数のボル ト9 が固定されており、 このボル ト9 に螺合するナツ 卜によって

、フレキシブルプレー 卜の外周部がフロン 卜カバ一 2 に固定されている。

[0024] フロン トカバ一 2 の外周部には、軸方向 トランスミッション側に延びる外

周側筒状部 2 a が形成されている。 この外周側筒状部 2 a の先端にィンペラ

3 が溶接によって固定されている。 この結果、フロン トカバ一 2 とインペラ

3 とによって、内部に作動油が充填される流体室が形成されている。



[0025] [ イ ンペ ラ ]

インペラ 3 は、主に、インペラシェル 1 0 と、その内側 に固定された複数

のインペラプレー ド1 1 と、か ら構成 されている。そ して、インペラシェル

1 0 の外周側先端部が、前述のように、 フロン トカバ一 2 に溶接 されている

。なお、インペラハ プ 1 0 の内周端部 には、 トラ ンス ミ ッシ ョン側 に延びる

筒状部が形成 されている。

[0026] [ ター ビン]

ター ビン4 は流体室内でィンペラ 3 に対 して軸方向に対向 して配置されて

いる。 ター ビン4 は、主に、 ター ビンシェル 1 4 と、その内部 に固定された

複数のター ビンプレー ド1 5 と、 ター ビンシェル 1 4 の内周端部 に固定され

たター ビンハ プ 1 6 と、か ら構成 されている。 ター ビンシェル 1 4 とタ一 ビ

ンハ プ 1 6 とは複数の リベ ッ ト1 7 によって固定されている。

[0027] ター ビンハ プ 1 6 は、 ター ビンシェル 1 4 の内周端部が固定された円板状

の フラ ンジ部 1 6 a と、 フラ ンジ部 1 6 a の 内周部か らフ ロ ン トカバ 一 2 側

に延びて形成 された筒状部 1 6 b と、 を有 している。そ して、 フランジ部 1

6 a の外周端部 において、前述のように、 リベ ッ ト1 7 によってター ビンシ

エル 1 4 が固定されている。 また、筒状部 1 6 b の内周部 にはスプライン孔

1 6 c が形成 されてお り、 トラ ンス ミ ッシ ョンの入力シ ャ フ ト 1 8 の先端 に

形成 されたスプライン軸 と嚙み合 っている。

[0028] なお、 ター ビンハ プ 1 6 の筒状部 1 6 b の先端 とフ ロ ン トカバ一 2 との間

には、スラス トヮッシャ 1 9 が配置されている。スラス トヮッシャ 1 9 のタ

— ビンハ プ 1 6 側の面には、内周か ら外周に貫通する複数の放射状の溝が形

成 されている。 この溝は、潤滑用の溝及び油路 と して機能するものである。

[0029] [ ステ一夕]

ステ一タ 5 は、ィンペラ 3 の内周部 とター ビン4 の内周部 との間に配置さ

れ、 ター ビン4 か らインペラ 3 に戻る作動油の流れを整流するための機構で

ある。ステ一タ 5 は樹脂やアル ミ合金等で錶造により一体に形成 されている

。ステ一タ 5 は、主に、環状のステ一タシェル 2 0 と、ステ一タシェル 2 0



の外周面に設けられた複数のステ一タプレー ド2 と、を有 している。ステ

—タシェル 2 0 は、ワンウェイクラッチ 2 2 を介 して固定シャフ 卜2 3 に連

結されている。

[0030] なお、ステ一タシェル 2 0 のフロン トカバ一 2 側の面には、 リベ ッ ト1 7

と対向する位置に、環状の凹部 2 0 a が形成されている。 この凹部 2 0 a は

リベ ッ ト1 7 の頭部 との干渉を避けるために形成されたものである。 これに

より、タービンハプ 1 6 のフランジ部 1 6 a とステ一タシェル 2 0 とを軸方

向に近づけることができ、軸方向寸法の短縮化を可能に している。また、凹

部 2 0 a の一部には、ィンペラ 3 側に凹む複数の凹部 2 0 b が形成されてい

る。 これにより軽量化が図られている。

[0031 ] また、ステ一タシェル 2 0 とインペラシェル 1 0 との間、及びステ一タシ

エル 2 0 とタービンハプ 1 6 のフランジ部 1 6 a との間には、それぞれスラ

ス 卜べァリングが配置されている。

[0032] [ ロックアップ装置]

ロックアップ装置 6 は、フロン 卜カバ一 2 とタービン4 との間に配置され

、フロン トカバ一 2 か らタービン4 に動力を直接伝達するものである。 この

ロックアップ装置 6 は、 フロン 卜カバ一 2 とタービン4 との間に配置された

クラッチ部 2 4 と、クラッチ部 2 4 か らの トルクをタービンに伝達するダン

パ機構 2 5 と、を備えている。

[0033] < クラッチ部>

クラッチ部 2 4 は、油圧作動式で複数のクラッチプレー トを有する多板型

であり、フロン トカバ一 2 か らの トルクをダンバ機構 2 5 に伝達 し、あるい

はフロン 卜カバ一 2 とダンバ機構 2 5 との間の トルク伝達を遮断する。 この

クラッチ部 2 4 は、図 2 に拡大 して示すように、クラッチ入力部材 2 6 と、

クラッチ出力部材 2 7 と、第 1 クラッチプレー ト2 8 及び第 2 クラッチプレ

— 卜2 9 と、 ピス トン3 0 と、を有 している。

[0034] クラッチ入力部材 2 6 は、環状のプレー ト部材であり、フロン トカバ一 2

に固定されている。クラッチ入力部材 2 6 の内周端部は、タービン4 側に折



り曲げられ、この折り曲げ部には円周方向に所定の間隔で複数の溝が形成さ

れている。

[0035] クラッチ出力部材 2 7 はクラッチ入力部材 2 6 の径方向外方に配置されて

いる。クラッチ出力部材 2 7 は、環状に形成されており、円板状に形成され

た円板部 2 7 a と、円板部 2 7 a の内周端部からフロン トカバ一 2 側に延び

て形成された筒状部 2 7 b と、を有 している。円板部 2 7 a はダンバ機構 2

5 を構成する動力伝達プレー ト （後述）にリベット3 2 により固定されてい

る。筒状部 2 7 b には、軸方向に延びる複数の溝が円周方向に所定の間隔で

形成されている。

[0036] 第 1 クラッチプレー ト2 8 は円板状に形成されており、第 1 クラッチプレ

- 卜2 8 の内周端には、クラッチ入力部材 2 6 の折り曲げ部の複数の溝に係

合する複数の歯が形成されている。このような構成により、第 1 クラッチプ

レ一 卜2 8 は、クラッチ入力部材 2 6 に対 して軸方向に移動自在かつ相対回

転不能である。

[0037] 第 2 クラッチプレー ト2 9 は、第 1 クラッチプレー ト2 8 に隣接 し、第 1

クラッチプレー 卜2 8 とクラッチ入力部材 2 6 との間に配置されている。第

2 クラッチプレー ト2 9 は、円板状に形成されており、第 2 クラッチプレー

卜2 9 の外周端には、クラツチ出力部材 2 7 の筒状部 2 7 b の複数の溝に係

合する複数の歯が形成されている。このような構成により、第 2 クラッチプ

レー ト2 9 は、クラツチ出力部材 2 7 に対 して軸方向に移動自在かつ相対回

転不能である。また、第 2 クラッチプレー ト2 9 の両面には、環状の摩擦部

材が固定されている。

[0038] ピス トン3 0 は、フロン トカバ一 2 とタービン4 の内周部との間で、クラ

ツチ出力部材 2 7 の径方向内方に配置されている。 ピス トン3 0 は、環状に

形成されており、円板状の受圧部 3 0 a と、受圧部 3 0 a の外周部に形成さ

れた押圧部 3 O b と、を有 している。受圧部 3 0 a は、フロン トカバ一 2 側

の面及びタービン4 側の面に作用する油圧によって、軸方向に移動する。押

圧部 3 0 b は、受圧部 3 0 a を境にフロン トカバ一 2 側及びタ一ビン4 側に



延びている。 この押圧部 3 O b は、 ター ビンフロン トカバ一 2 側 に移動 して

、 クラッチ入力部材 2 6 との間に、第 1 クラッチプレー ト2 8 及び第 2 クラ

ツチプレー 卜2 9 を押圧する。

[0039] ピス トン 3 0 は、 ピス トン支持機構 3 4 によって軸方向に移動 自在 に支持

されている。 ピス トン支持機構 3 4 は、支持用ボス 3 5 と、それぞれ円板状

の第 1 フラ ンジ 3 6 及び第 2 フラ ンジ 3 7 と、 を有 している。後述するよう

に、第 1 フランジ 3 6 はロックアップ解除用油室を構成するプレー ト部材で

ある。 また、第 2 フランジ 3 7 はロックアップ用油室を構成するプレー ト部

材である。

[0040] 支持用ボス 3 5 は、環状 に形成 され、内部 にタ一 ビンハ プ 1 6 の筒状部 1

6 b が揷入されている。 また、支持用ボス 3 5 のフロン 卜カバ一 2 側の面の

内周部がフロン 卜カバ一 2 に溶接 により固定されている。支持用ボス 3 5 の

外周面には、第 1 シ一ル部材 3 8 及び第 2 シ一ル部材 3 9 が設けられている

。そ して、 ピス トン3 0 の内周面が第 2 シール部材 3 9 に摺動 自在 に接触 し

ている。 また、支持用ボス 3 5 の外周面において、 ター ビン4 側 には他の部

分より小径の小径部 3 5 a が形成 されている。 この小径部 3 5 a は支持用ボ

ス 3 5 のター ビン4 側の側面よりさらにター ビン側 に突出 してお り、突出部

3 5 b が形成 されている （図では、突出部 3 5 b が外方に折 り曲げられた状

態を示 している）。

[0041 ] 第 1 フラ ンジ 3 6 は、 ピス トン 3 0 の受圧部 3 0 a の フ ロ ン トカバ 一 2 側

に配置され、 フロン 卜カバ一 2 に形成 された突起部 をか しめることによって

フロン トカバ一 2 に固定されている。なお、第 1 フランジ 3 6 とフロン ト力

バ一 2 との間には、両者 を固定する部分を除いて、作動油を流通させるため

の隙間が設けられている。第 1 フランジ 3 6 の外周面には第 3 シール部材 4

0 が設けられ、第 3 シール部材 4 0 は ピス トン3 0 の押圧部 3 0 b の内周面

に接触 している。 また、第 1 フランジ 3 6 の内周面は支持用ボス 3 5 の外周

面に設けられた第 1 シール部材 3 8 に接触 している。

[0042] 第 2 フランジ 3 7 は ピス トン3 0 の受圧部 3 0 a のター ビン4 側 に配置さ



れている。第 2 フランジ3 7 の外周面には第4 シール部材 4 が設けられ、

第4 シール部材 4 1 はピス トン3 0 の押圧部 3 0 b の内周面に接触 している

。また、第 2 フランジ3 7 の内周面は支持用ボス3 5 の小径部 3 5 a に圧入

され、突出部 3 5 b を外方にローリング加工によって折り曲げることによつ

てか しめ固定されている。

[0043] < ピス トンを移動させるための構造>

以上のようなビス 卜ン支持機構 3 4 によって、図 2 及び図 2 の拡大部分図

である図 3 に示すように、受圧部 3 0 a と第 1 フランジ3 6 との間にはロッ

クアツプ解除用油室 4 5 が構成され、受圧部 3 0 a と第 2 フランジ3 7 との

間にはロックアップ用油室 4 6 が構成されている。これらの両油室 4 5 ，4

6 は内外径が等 しい。

[0044] タービンハプ 1 6 の筒状部 1 6 b には、径方向に貫通する複数の第 1油路

5 1 が形成されている。また、支持用ボス3 5 には、複数の第 2 油路 5 2 と

、複数の第 3 油路 5 3 と、複数の第4 油路 5 4 と、が形成されている。第 2

油路 5 2 は、支持用ボス3 5 を径方向に貫通 して形成されており、支持用ボ

ス3 5 の内周側とロックアップ解除用油室 4 5 とを連通 している。第 3 油路

5 3 は、支持用ボス3 5 を径方向に貫通 して形成されており、支持用ボス3

5 の内周面とロックアップ用油室 4 6 とを連通 している。第4 油路 5 4 は、

支持用ボス3 5 を軸方向に貫通 して形成されており、支持用ボス3 5 のタ一

ビン4 側の空間とフロン トカバ一 2 側の空間とを連通 している。

[0045] タ一ビンハプ 1 6 の筒状部 1 6 b の内周面には環状の溝 1 6 d が形成され

、また筒状部 1 6 b の先端外周には環状の凹部 1 6 e が形成されている。第

1油路 5 1 の内周側の開口は溝 1 6 d の底面に位置 している。また、第 2 油

路 5 2 の内周側の開口は、凹部 1 6 e に対向する位置に形成されている。

[0046] 支持用ボス3 5 の内周面には環状の溝 3 5 c が形成されている。第 3 油路

5 3 の内周側の開口は、この溝 3 5 c の底面に位置 している。さらに、支持

用ボス3 5 のタービン4 側の面において、内周端部には、フロン トカバ一 2

側に凹む環状の凹部 3 5 d が形成されている。この凹部 3 5 d は油溜まりと



して機能する。

[0047] 第 4 油路 5 4 は、ター ビン4 側の開口が凹部 3 5 d に位置 し、 フロン ト力

バ 一 2 側の開口がフ ロン トカバ一 2 と支持用ボス 3 5 の端面 との間の空間に

位置 している。なお、ター ビンハプ 1 6 のフランジ部 1 6 a の内周端部には

、軸方向に貫通する複数の貫通孔 5 5 が形成されている。複数の貫通孔 5 5

は支持用ボス 3 5 の凹部 3 5 d に対向 している。

[0048] ター ビンハプ 1 6 の筒状部 1 6 b の内周部には、カラ一 5 6 が圧入されて

いる。カラ一 5 6 には径方向に貫通する複数の貫通孔 5 7 が形成されており

、カラ一 5 6 の内周面には環状の溝 5 6 a が形成されている。カラ一 5 6 の

貫通孔 5 7 の外周側の開口は、ター ビンハプ 1 6 の筒状部 1 6 b の内面に形

成された溝 1 6 d に対向 している。

[0049] < ダンバ機構>

ダンバ機構 2 5 は、図 4 に示すように、 クラッチ出力部材 2 7 が固定され

た動力伝達プレー ト （入力側部材） 6 と、ター ビンシェル 1 4 に固定され

た出力プレー ト （出力側部材） 6 2 と、複数の 卜一シ ヨンスプリング 6 3 と

、中間部材 6 4 と、規制 プレー ト6 5 と、を有 している。なお、図 4 は、 口

ックアツプ装置 6 のうちのダンバ機構 2 5 及びそれに関連する構成のみを抽

出 して示 したものである。

[0050] 動力伝達プレー ト6 1 は、環状に形成されており、円板部 6 1 a と、円板

部 6 a の外周端に形成された係合部 6 b と、円板部 6 a の内周端にフ

ロン 卜カバ一 2 側に延びて形成された内周筒状部 6 1 c と、を有 している。

円板部 6 1 a には、前述のように、 クラッチ出力部材 2 7 が リベ ッ ト3 2 に

より固定されている。係合部 6 1 b は、 卜一シ ヨンスプリング 6 3 の周方向

の端面に係合 している。

[0051 ] 出力プレー ト6 2 は、直列に作用する 1 組 （この実施形態では 2 個）の 卜

—シ ヨンスプリング 6 3 の周方向両端に係合する。 これにより、動力伝達プ

レ一 卜6 1 か ら入力された トルクが 卜一シ ヨンスプリング 6 3 を介 して出力

プレー ト6 2 に伝達され、さらにター ビン4 に伝達される。



[0052] 中間部材 6 4 は、複数の 卜一シヨンスプリング6 3 のうちの 1組 （2 ィ固）

の 卜一ションスプリングを直列に作用させるための部材である。中間部材 6

4 は、環状であり、断面は逆 L 字状に形成されている。中間部材 6 4 は、ク

ラッチ入力部材 2 7 の外周側に配置されており、内周端部 6 4 a と、横支持

部 6 4 b と、外支持部 6 4 c と、を有 している。

[0053] 内周端部 6 4 a は動力伝達プレー 卜6 の円板部 6 a に沿って内周側に

延びている。内周端部 6 4 a の内周面は、クラッチ出力部材 2 7 の外周面に

当接可能であり、これにより、中間部材 6 4 は径方向に位置決めされている

。また、内周端部 6 4 a のタービン4 側の面は動力伝達プレー ト6 1 の円板

部 6 1 a に当接可能である。これにより、中間部材 6 4 のタービン4 側への

移動が規制されている。横支持部 6 4 b は、内周端部 6 4 a から外周側に延

び、 卜一ションスプリング6 3 のフロン 卜カバ一 2 側の側部を支持 している

。また、この横支持部 6 4 b から、 1組の 卜一シヨンスプリング6 3 の端面

を支持する爪 （図示せず）が、タービン4 側に延びて形成されている。外支

持部 6 4 c は横支持部 6 4 b の外周端からタ一ビン4 側に延び、 卜一シヨン

スプリング6 3 の外周部を支持 している。

[0054] 規制プレー ト6 5 は、中間部材 6 4 より板厚の薄いプレー トにより形成さ

れている。規制プレー ト6 5 は、環状に形成されており、固定部 6 5 a と、

軸方向規制部 6 5 b と、を有 している。

[0055] 固定部 6 5 a は、円板状に形成されており、 リベット3 2 によりクラッチ

出力部材 2 7 及び動力伝達プレー ト6 に固定されている。軸方向規制部 6

5 b は、固定部 6 5 a から外周に延びて形成されており、中間部材 6 4 の横

支持部 6 4 b のフロン トカバ一 2 側の面に当接可能である。これにより、中

間部材 6 4 のフロン トカバ一 2 側への移動が規制されている。

[0056] 以上のような構成により、中間部材 6 4 は、クラッチ出力部材 2 7 の外周

面によって径方向に位置決めされている。また、中間部材 6 4 は、動力伝達

プレー 卜6 と規制プレー 卜6 5 によって軸方向に位置決めされている。

[0057] < 動力伝達プレー 卜の位置決め構造>



図4 に示すように、動力伝達プレー ト6 1 の内周側には、動力伝達プレー

卜支持部材 6 8 が設けられている。動力伝達プレー ト支持部材 6 8 は、環状

に形成され、固定部 6 8 a と、軸方向第 1規制部 6 8 b と、径方向規制部 6

8 c と、軸方向第 2 規制部 6 8 d と、を有 している。この動力伝達プレー ト

支持部材 6 8 は、タービン4 の作動油の出口部の最内周部 （図4 のPで示す位

置）より外周側に配置されている。

[0058] 固定部 6 8 a は、 ピス トン3 0 の受圧部 3 0 a より外周側においてタ一ビ

ンシェル 1 4 に固定されている。軸方向第 1規制部 6 8 b は固定部 6 8 a の

一部を外周側に延長 して形成されている。軸方向第 1規制部 6 8 b は動力伝

達プレー ト6 の円板部 6 a のタービン4 側の面に当接可能である。径方

向規制部 6 8 c は、固定部 6 8 a の軸方向第 1規制部 6 8 b が形成されてい

ない部分をフロン トカバ一 2 側に折り曲げて形成されている。径方向規制部

6 8 c は動力伝達プレー ト6 1 の内周筒状部 6 c の内周面に当接可能であ

る。軸方向第 2 規制部 6 8 d は径方向規制部 6 8 c の先端に外周側に突出し

て形成された突起部である。軸方向第 2 規制部 6 8 d は内周筒状部 6 1 c の

先端に当接可能である。

[0059] 以上のような構成により、動力伝達プレー ト6 1 及びクラッチ出力部材 2

7 は、動力伝達プレー ト支持部材 6 8 によって、径方向及び軸方向に位置決

めされている。

[0060] [ 動作]

ロックアップ装置 6 において、ロックアップを解除する場合には、第 2 油

室 4 6 は ドレンに接続されるとともに、図 5 に示すように、図示 しないコン

トロールバルブからタービンハプ 1 6 の前端部とフロン 卜カバ一 2 との間に

作動油が供給される。この作動油は、スラス トヮッシャ 1 9 に形成された溝

及びタービンハプ 1 6 の先端部外周に形成された凹部 1 6 e を経由し、さら

に支持用ボス3 5 の第 2 油路 5 を経由してロックアツプ解除用油室 4 5 に

供給される。これにより、 ピス トン3 0 はタービン4 側に移動 し、 ピス トン

3 0 の押圧部 3 0 b は第 1 クラッチプレー 卜2 8 及び第 2 クラッチプレー 卜



2 9 か ら離れる。

[0061 ] また、 トランスミッシ ョンの入力シャフ ト1 8 と固定シャフ ト2 3 との間

か ら トルクコンバータ作動用の油が供給される。 この作動油は、図 6 に示す

ように、ター ビンハプ4 の貫通孔 5 5 及び第 4 油路 5 4 を経由 して支持用ボ

ス 3 5 とフロン 卜カバ一 2 との間に導かれる。

[0062] なお、貫通孔 5 5 と第 4 油路 5 4 との間には凹部 3 5 d が形成されている

ので、貫通孔 5 5 か ら支持用ボス 3 5 側 に供給された作動油はいつたん凹部

3 5 d に留 まり、その後第 4 油路 5 4 側 に導かれる。 したがって、貫通孔 5

5 と第 4 油路 5 4 とが軸方向に一致 していない場合であっても、 これ らの油

路 5 5 ， 5 4 間を作動油はスムーズに流れることになる。

[0063] 支持用ボス 3 5 とフロン トカバ一 2 との間に供給された作動油は、 フロン

卜カバ一 2 と第 1 フランジ 3 6 との間に形成された隙間を通 って外周側に導

かれ、さらに第 1 クラッチプレ一 卜2 8 、第 2 クラッチプレ一 卜2 9 、 ビス

トン3 0 のそれぞれの間を通 ってフロン 卜カバ一 2 の外周端部に導かれる。

その後、 トルクコンバータ本体に供給される。 また、 トルクコンバータ本体

内の作動油は、ステ一タシェル 2 0 とインペラシェル 1 0 との間の油路を介

して図示 しないコン トロールバルブに流れる。

[0064] 以上のような状態では、 フロン トカバ一 2 か らの トルクは、作動油を介 し

てィンペラ 2 か らター ビン4 に伝達され、さらに トランスミツシ ョンの入力

シャフ ト1 8 に伝達される。

[0065] —方、 ロックアップ装置において、 ロックアップ状態 （動力伝達状態）に

する場合は、 ロックアップ解除用油室 4 5 を ドレンに接続するとともに、図

7 に示すように、入力シャフ 卜1 8 の内部を通 ってカラ一 5 6 の内周部に作

動油が供給される。 この作動油は、カラ一 5 6 の貫通孔 5 7 、第 1 油路 5 1

、第 3 油路 5 3 の経路でロックアップ用油室 4 6 に供給される。 これにより

、 ピス トン3 0 はフロン トカバ一 2 側 に移動 し、第 1 クラッチプレー ト2 8

及び第 2 クラッチプレ一 卜2 9 が互いに押圧される。

[0066] 以上のような状態では、 フロン トカバ一 2 か らの トルクは、 クラッチ入力



部材 2 6 →第 1 クラッチプレー 卜2 8 及び第 2 クラッチプレー 卜2 9 →クラ

ツチ出力部材 2 7 の経路を介 してダンバ機構 2 5 に伝達される。

[0067] ダンバ機構 2 5 においては、 クラッチ部 2 4 か ら動力伝達プレー ト6 1 に

入力された トルクは、 卜一シ ョンスプリング 6 3 及び出力プレー 卜6 2 を介

してター ビン4 に伝達され、さらにター ビンハプ 1 6 を介 して トランスミツ

シ ョンの入力シャフ 卜1 8 に伝達される。

[0068] 以上のようなロックアップ装置 6 において、動力伝達プレー ト6 1 は動力

伝達プレー 卜支持部材 6 8 によって径方向及び軸方向に位置決めされる。 ま

た、中間部材 6 4 はクラッチ出力部材 2 7 によって位置決めされて径方向の

移動が規制され、 また規制部材 6 5 及び動力伝達プレ一 卜6 によって位置

決めされて軸方向の移動が規制される。

[0069] [ 特徴 ]

( 1 ) 動力伝達プレー ト6 1 を、 1 つの動力伝達プレー ト支持部材 6 8 に

よって径方向及び軸方向に位置決めでき、構成が簡単になる。

[0070] ( 2 ) 動力伝達プレー ト支持部材 6 8 はター ビンシェル 1 4 に固定されて

いるので、ター ビン内周部 とフロン 卜カバ一 2 との間に他の部材を配置する

スペースを確保できる。本実施形態では、 このスペースにロックアップ装置

の ピス トン3 0 及び油室を構成するための部材を配置 しているので、装置全

体の軸方向寸法を短縮できる。

[0071 ] ( 3 ) クラッチ部 2 4 のクラッチ入力部材 2 6 をフロン トカバ一に固定す

るとともに、 ピス トン3 0 をター ビン4 側か らフロン トカバ一 2 側 に向けて

移動させ、 ロックアップ状態にするので、 ピス トンをフロン トカバ一側に設

けてター ビン側に移動させてロックアツプ状態にする場合に比較 して、軸方

向寸法を短縮できる。

[0072] ( 4 ) クラッチ出力部材 2 7 によって中間部材 6 4 の径方向の移動を規制

しているので、 ロックアップ装置 6 の占めるスペースを小さくすることがで

きる。 また、厚みの比較的薄い規制部材 6 5 と動力伝達プレー ト6 1 によつ

て中間部材 6 4 の軸方向の移動を規制 しているので、さらに軸方向の省スぺ



—ス化を図ることができる。特に多板型のクラッチ部では、軸方向スペース

が長 くなるので、本実施形態の構成を用いることによって軸方向スペースを

抑えることができる。

[0073] ( 5 ) ピス トン3 0 を、ロックアツプ解除用油室 4 5 及び口ックアツプ用

油室 4 6 に作動油を供給することによって移動させ、ロックアツプ状態と口

ックアップ解除状態を切 り替えている。このため、切替時の応答性が良好に

なる。また、ロックアップ解除時の ドラグ トルクを抑えることができる。

[0074] ( 6 ) ロックアップ用油室 4 6 が他の作動油回路と独立 して設けられてい

るために、 トルクコンバ一タ本体に供給される作動油を利用 してロックアツ

プ状態にする場合に比較 して、安定 したロックアツプ トルク容量を得ること

ができる。

[0075] ( 7 ) ロックアツプ解除用油室 4 5 とロックアツプ用油室 4 6 の内外径が

同 じであるために、いずれの油室にも作動油が供給されていないときに、遠

心力によって両油室 4 5 ，4 6 に発生する油圧が同 じになる。 したがって、

ピス トン3 0 を中立位置に保つことができる。

[0076] 一第 2 実施形態一

図 8 に動力伝達プレー 卜支持部材の他の実施形態を示す。この動力伝達プ

レ一 卜支持部材 7 0 は第 1 プレー 卜7 及び第 2 プレー 卜7 2 から構成され

ている。

[0077] 第 1 プレー ト7 1 は、環状に形成されており、固定部 7 a 、軸方向第 1

規制部 7 b 、及び径方向規制部 7 c 、及び第 2 プレー ト支持部 7 d か

ら構成されている。固定部 7 a 、軸方向第 1規制部 7 b 、及び径方向規

制部 7 c については、第 1実施形態の動力伝達プレ一 卜支持部材 6 8 にお

ける固定部 6 8 a 、軸方向第 1規制部 6 8 b 、及び径方向規制部 6 8 c と同

じ構成である。第 2 プレー ト支持部 7 d は、径方向規制部 7 c を内周側

に折り曲げて形成されている。

[0078] 第 2 プレー ト7 2 は円板状に形成されており、その内周側部分が第 1 プレ

— 卜7 1 の第 2 プレー 卜支持部 7 d にスポッ卜溶接等により固定されてい



る。 また、第 2 プレー ト7 2 の外周側部分は、第 1 プレー ト7 1 の径方向規

制部 7 1 c か らさらに外周に突出するように配置されている。そ して、 この

第 2 プレー ト7 2 に、動力伝達プレー ト6 の筒状部 6 c の先端が当接可

能になっている。すなわち、第 2 プレー ト7 2 は第 2 軸方向規制部 として機

能 している。

[0079] 以上のような構成により、動力伝達プレー ト6 1 及びクラッチ出力部材 2

7 は、動力伝達プレー 卜支持部材 7 0 を構成する第 1 及び第 2 プレー 卜7

， 7 2 によって、径方向及び軸方向に位置決めされている。

[0080] 一第 3 実施形態 一

図 9 に、 ピス トンを移動させるための機構について、別の実施形態を示す

。 この実施形態では、ター ビンハプ 1 6 ' の筒状部 1 6 b ' の外周面に、 ピ

ス トン支持部材 7 5 が設けられている。

[0081 ] ピス トン支持部材 7 5 は、 フロン トカバ一 2 とター ビン4 との間に配置さ

れており、 ロックアップ用油室を構成するプレー トとして機能する円板部 7

5 a と、筒状部 7 5 b と、か ら構成されている。円板部 7 5 a は外周部が第

クラッチプレー 卜2 8 及び第 2 クラッチプレー 卜2 9 に達する程度に延び

ている。筒状部 7 5 b は円板部 7 5 a の内周端部か らフロン 卜カバ一 2 側に

延びている。筒状部 7 5 b の内部にはター ビンハプ 1 6 ' の筒状部 1 6 b '

が揷入されている。そ して、筒状部 7 5 b の先端はフロン トカバ一 2 に溶接

等により固定されている。

[0082] ピス トン3 0 ' は、 ピス トン支持部材 7 5 の円板部 7 5 a とフロン トカバ

— 2 との間に配置されている。 ピス トン3 0 ' は、円板状の受圧部 3 0 a '

と、押圧部 3 O b ' とを有 している。受圧部 3 0 a ' の内周面はピス トン支

持部材 7 5 の筒状部 7 5 b の外周面に摺動自在に支持されている。押圧部 3

O b ' は受圧部 3 0 a ' の外周部に形成されており、第 1 クラッチプレー ト

2 8 及び第 2 クラッチプレー ト2 9 を押圧可能である。

[0083] ビス 卜ン支持部材 7 5 の筒状部 7 5 b には、第 1 油路 7 6 と第 2 油路 7 7

とが形成されている。第 1 油路 7 6 は、 ピス トン3 0 ' のフロン トカバ一 2



側の空間とビス 卜ン支持部材 7 5 のタービン4 側の空間とを連通するように

形成されている。また、タ一ビンフランジ 1 6 ' には、 ピス トン3 0 ' とタ

—ビン4 との間の空間に、コン トロールバルブからの作動油を供給するため

の貫通孔 5 5 ' が形成されている。第 2 油路 7 7 は、タービンハプ 1 6 ' の

筒状部 1 6 b ' に形成された油路 （図示せず）と、 ピス トン3 0 ' とピス ト

ン支持部材 7 5 の受圧部 7 5 a との間の空間 （ロックアツプ用油室） 7 8 と

、を連通するように形成されている。

[0084] この実施形態では、ロックアップ装置 6 において、ロックアップ解除時に

は、ロックアップ用油室 7 8 は ドレンに接続され、コン トロールバルブから

の作動油が、貫通孔 5 5 ' 及び第 2 油路 7 7 を経由してピス トン3 0 ' のフ

ロン 卜カバ一 2 側の空間に供給される。

[0085] これにより、 ピス トン3 0 ' はタービン4 側に移動 し、 ピス トン3 0 ' の

押圧部 3 0 b ' は第 1 クラッチプレー 卜2 8 及び第 2 クラッチプレー 卜2 9

から離れる。なお、 ピス トン3 0 ' のフロン トカバ一 2 側の空間に供給され

た作動油は、先の実施形態と同様にフロン トカバ一 2 の外周端部に導かれ、

その後 トルクコンバータ本体内に供給される。

[0086] 以上のような状態では、フロン トカバ一 2 からの トルクは、作動油を介 し

てィンペラ2 からタービン4 に伝達され、さらに トランスミツションの入力

シャフ ト1 8 に伝達される。

[0087] —方、ロックアップ状態にする場合は、タービンハプ 1 6 ' の筒状部 1 6

b ' に形成された油路及び第 2 油路 7 7 を経由して、ロックアップ用油室 7

8 に作動油が供給される。

[0088] これにより、 ピス トン3 0 ' はフロン トカバ一 2 側に移動 し、第 1 クラッ

チプレー 卜2 8 及び第 2 クラッチプレー 卜2 9 が互いに押圧される。

[0089] 以上のような状態では、フロン トカバ一 2 からの トルクは、クラッチ入力

部材 2 6 、第 1 クラッチプレー ト2 8 及び第 2 クラッチプレー ト2 9 、クラ

ツチ出力部材 2 7 の経路を介 してダンバ機構 2 5 に伝達される。

[0090] 一第4 実施形態一



図 1 0 にさ らに他の実施形態を示す。 ここでは、第 1 実施形態の ロ ックァ

ップ解除用油室 4 5 に、 コーンスプ リング 8 0 が配置されている。他の構成

は第 1 実施形態 と同様である。

[0091 ] コー ンスプ リング 8 0 は、 ピス トン 3 0 をター ビン4 側 に付勢するように

設けられている。 この場合は、 ロックアップ解除状態にする場合に、低い油

圧をロックアツプ解除用油室 4 5 に供給するだけで、 ロックアツプを解除す

ることができる。 また、 コーンスプ リング 8 0 の荷重設定によっては、 ロッ

クアツプ解除用の作動油の供給が不要になる。

[0092] [ 他 の実施形態 ]

本発明は以上のような実施形態に限定されるものではな く、本発明の範囲

を逸脱することな く種 々の変形又は修正が可能である。

産業上の利用可能性

[0093] 本発明の口ックアツプ装置では、 ピス トンとダンバ機構 とが離れた位置に

配置された多板型のクラッチ部 を備えたロックアツプ装置において、中間部

材を規制するための機構 を省スペースで実現することができる。

符号の説明

[0094] トル クコンバータ

フ ロ ン トカバ一

4 タ一 ビン

6 ロックアツプ装置

2 4 クラッチ部

5 ダンバ機構

2 6 クラッチ入力部材

2 7 クラッチ出力部材

2 8 ドライププレ一 卜

2 9 ドリブンプレ一 卜

3 0 ， 3 0 ' ピス トン

6 1 動力伝達 プレー ト （入力側部材）



出力 プ レー ト （出力側部材）

卜一シ ヨンスプ リング （弾性部材 )

中間部材

規制部材

軸方向規制部



請求の範囲

[ 請求項 1] フロン 卜カバ一か らの トル クを トル クコンバータのター ビンを介 し

て トランスミツシ ョン側の部材 に伝達するための トル クコンバータの

ロックアツプ装置であ って、

前記 フロン 卜カバ一 と前記 タ一 ビンとの間に配置 され、前記 フロン

卜カバ一に連結 されたクラッチ入力部材 と、前記 ター ビン側 に トル ク

を出力するクラツチ出力部材 と、前記 クラッチ入力部材 と前記 クラッ

チ出力部材 との間で トル ク伝達 を行 うための複数のクラッチプ レー 卜

と、前記複数のクラッチプ レー 卜を互いに押圧するための ビス トンと

、 を有するクラッチ部 と、

前記 クラッチ部か らの トル クを前記 タ一 ビンに伝達するとともに、

捩 り振動 を吸収 減衰するダンバ機構 と、

を備 え、

前記 ダンバ機構 は、

前記 クラツチ出力部材 に連結 された入力側部材 と、

前記 タ一 ビンに接続 された出力側部材 と、

前記入力側部材 と前記出力側部材 とを回転方向に弾性的に連結する

複数の弾性部材 と、

前記入力側部材及び前記出力側部材 と相対回転可能であ り、前記複

数の弾性部材の うちの少な くとも 2 つを直列に作用させるための中間

部材 と、

前記 クラツチ出力部材 に固定され、前記入力側部材 との間に前記中

間部材の一部 を軸方向に挟むように配置 された規制部材 と、

を有 し、

前記中間部材は、前記 クラツチ出力部材 によつて径方向の移動が規

制 され、前記入力側部材 と前記規制部材 とによつて軸方向の移動が規

制 されている、

トル クコンバ一夕の ロックアツプ装置。



前記中間部材は、環状 に形成 され、前記 クラッチ出力部材の外周側

に配置 されてお り、

前記中間部材の内周面は前記 クラツチ出力部材の外周面 に当接可能

である、

請求項 1 に記載の トル クコンバータの ロックアップ装置。

前記入力側部材は、 内周部が前記 クラツチ出力部の外周部 において

前記 タ一 ビン側の側面 に固定されてお り、

前記規制部材は、環状 に形成 され、 内周部が前記 クラッチ出力部の

外周部 において前記 フ口ン 卜カバ一側の側面 に固定されてお り、

前記中間部材は、前記入力側部材 と前記規制部材の外周部 とに当接

可能である、

請求項 2 に記載の トル クコンバータの ロックアツプ装置。

前記規制部材は、前記中間部材 ょ りも薄いプ レー 卜部材 によ り形成

されている、請求項 1 か ら3 のいずれかに記載の トル クコンバータの

ロックアツプ装置。
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